
特定非営利活動法人 A:福祉ラボ 定款

第 1章 総則

(名 称 )

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人 Al福祉ラボという。

〈事務所 )

第 2条 この法人は、主たる事務所を 東京都渋谷区神南ホ丁目11-4 FPGリ ンクス神南

5F に置 く。                    
け

く目的 )

第 3条 この法人は、人工知能 (Al)、 情報技術 (IT)お よび先端テクノロジーを活用

して、国内外の高齢者、障がい者、子 ども、生活困窮者、その他の支援を必要 とする

人々が、地域社会において自分 らしく自立 した生活 を営めるよう支援するとともに、

人々の生活の質の向上を目指すため、デジタル化による生活変革を促進 し、学術研究・

政策提言・国際連携 を通 じて、持続可能な福祉社会の実現に寄与することを目的とす

る。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行 う。

1.保健、医療又は福祉の増進を図る活動

2.社 会教育の推進を図る活動

3.ま ちづ くりの推進を図る活動

4.観 光の振興を図る活動

5.農 山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

6.学 術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

7.災 害救援活動

8.人権の擁護又は平和の推進を図る活動

9.国 際協力の活動

10.男 女共同参画社会の形成の促進を図る活動

11.子 どもの健全育成を図る活動

12.情報化社会の発展を図る活動

13.科学技術の振興を図る活動

14.経済活動の活性化を図る活動

15.職 業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

16.消費者の保護を図る活動

17.前各号に掲げる活動を行 う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活

動

(事業 )

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、

次の事業を行 う。

(1)特 定非営利活動に係る事業

1.情報収集発信事業

2.相談支援事業

3.研修教育事業

4.調査研究事業



5.連携推進事業

6.その他 この法人の目的を達成するために必要な事業

第 2章 会員

〈種別 )

第 6条 この法人の会員は、次のとお りとし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以

下「法」という。)上の社員とする。

1.正会員 :こ の法人の目的に賛同 して入会 した個人及び団体

2.賛助会員 :こ の法人の目的に賛同し、賛助の意思を持つ個人又は団体

3.特別会員 (活動支援メンパーまたは共創パー トナー等):こ の法人の目的を積極

的に支持 し、目的達成を共同で推進する個人、団体及び企業等

4.準会員 :こ の法人の目的に賛同 し、目的達成に協力する地方公共団体、教育委員

会、学校等または教員・福祉関係者・ 自治体職員・有識者等の個人

5.ア ライアンス会員 :こ の法人の目的に賛同 し、目的達成に協力する非営利団体、

学術団体等

(入会 )

第 7条 会員として入会しようとするものは、共同代表理事が別に定める入会申込書に

より、共同代表理事に申し込むものとする。

2 共同代表理事は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限 り、入会を認

めなければならない。
3 共同代表理事は、第 1項 のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付 した書

面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費 )

第 8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入 しなければな らない。

2 ただ し、会員より共同代表理事に対 して減免申請があり、これを共同代表理事が承

認 した場合には入会金及び会費を減免することができるものとする。

く会員の資格の喪失 )

第 9条 会員が次の各号の一に該 当する場合には、その資格 を表失する。

1.退会届の提出をしたとき。

2.本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したとき。

3.除名されたとき。

(退会 )

第 10条 会員は、共同代表理事が別に定める退会届を共同代表理事に提出 して、任意

に退会することができる。

(除名 )

第 11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す

ることができる。

1.こ の定款に違反 したとき。

2.こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

3.こ の法人が定める倫理規範に重大な連反行為を行 つたとき。

2 前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機

会を与えなければならない。

く会費の不返還 )



第 12条 既に納入 した会費は、これを返還 しない。

第 3章 役員及び職員
(種別及び定数 )

第 13条 この法人に次の役員を置 く。

1.理事 3名 以上

2.監事 1名 以上

〈選任等 )

第 14条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 理事の中から、3名 以内の共同代表理事を理事会において互選する。

3 役員の うちには、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは3親等以内の親族

が1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の

総数の3分の1を 超えて含まれることになつてはならない。

4 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

(職務 )

第 15条 各共同代表理事は、単独でこの法人を代表 し、業務を総理する。

2 共同代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。

3 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会または理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。また、理事はそれぞれ、この法人の運営および事業の執行

について責任を負う。

4 監事は、次に掲げる職務を行 う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関 し不正の行為又は法

令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べる

こと。

(任期等)

第 16条 役員の任期は 2年 とする。ただし、補欠のため、又は増員によつて就任した

役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の任期の残存期間とする。

2 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行

わなければならない。
3 役員は、再任されることができる。
4 第 1項 の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日

後最初の総会が終結するまでその任期を伸長する。

(欠員補充)

条 理事又は監事の うち、その定数の 3分の 1を 超える者が欠けたときは、遅滞

れを補充 しなければならない。

〈解任 )

第 18条 役員が次のいずれかに該当する場合には、総会の議決により、その役員を解

任することができる。この場合、その役員に対 し、議決をする前に弁明の機会を与えな

ければならない。

1.職務上の義務連反その他役員としてふ さわ しくない行為があったとき。

2.心 身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。
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(報酬等 )

第 19条 役員には報酬を与えることができる。ただ し、役員のうち報酬を受ける者の

数が役員の総数の 3分の 1以 下でなければならない。

2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項 に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、共同代表理事が別に定める。

〈職員 )

第 20条 この法人に、事務局長その他の職員を置 くことができる。

2 職員は、共同代表理事が任免する。

第 4章 総会

〈種用 )

第 21条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の 2種 とする。

(構成 )

第 22条 総会は、正会員をもつて構成する。

(権能 )

第 23条 総会は、以下の事項について議決する。

1.定款の変更

2.解散及び解散 した場合の残余財産の帰属

3.合併

4.事業計画及び活動予算並びにその変更

5.入会金及び会費の額

6.事業報告及び活動決算

7.役 員の選任又は解任、職務及び報酬

8.会員の除名

9.借入金 (そ の事業年度内の収益をもつて償還する短期借入金を除 く。

たな義務の負担及び権利の放棄

10.事務局の組織及び運営

11.そ の他運営に関する重要事項

その他新

〈開催 )

第 24条 通常総会は、毎年 1回 開催する。

2 臨時総会は、次に掲げる事由により開催する。

(1)理事会が必要 と認め招集の請求をしたとき。

(2)正 会員総数の 5分 の 1以上か ら、会議の目的を記載 した書面により招集の請求が

あったとき。

(3)第 15条第 4項第 4号の規定によ り、監事か ら招集があったとき。

(招集 )

第 25条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、共同代表理事が招集する。

2 共同代表理事は、前条第 2項 第 1号又は第 2号の規定による請求があったときは、

その日か ら 14日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書面又は

電磁的方法により、少な くとも 5日 前までに通知 しなければならない。

(臓長 )

第 26条 総会の議長は、その総会において出席 した正会員の うちから選任する。



〈定足数 )

第 27条 総会は、正会員総数の 3分の 1以上の出席がなければ開会することができな
い 。

〈議決 )

第 28条 総会における議決事項は、第 25条第 3項 の規定によりあらか じめ通知され

た事項とする。ただ し、議事が緊急を要 し、かつ出席 した正会員の 3分の 1以 上の同意

があれば、その事項について議決を行 うことができる。

2 総会の議事は、この定款に別に定めるもののほか、総会に出席 した正会員の過半数

をもって決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案 した場合において、正会員の

全員が書面又は電磁的方法によ り同意の意思表示を したときは、当該提案を可決する

旨の総会の決議があつたものとみなす。

(表決権等 )

第 29条 各正会員の表決権は、平等とする。

2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらか じめ通知された事項

について書面若 しくは電磁的方法によつて表決 し、又は他の正会員を代理人として表

決を委任す ることができる。

3 前項の規定により表決 した正会員は、総会に出席 したものとみなす。

4 議決すべき事項について特別な利害関係を有する正会員は、その事項について表決

権を行使することができない。

〈議事録 )

第 30条 総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならな

い。

1.日 時及び場所

2.正会員の現在数

3.総会に出席 した正会員の数 (書面等表決者又は表決委任者の場合にあってはそ

の数 を付記すること。 )

4.議長の選任に関する事項

5.審議事項

6.議事の経過の概要及び議決の結果

7.議事録署名人の選任に関する事項

8.議事録には、議長及びその会議において選任 された議事録署名人 2人が記名、

押印 しなければならない。

9.前 2項 の規定に関わ らず、第 28条 第 3項の規定により、総会の決議があつた

ものとみなされた場合においては、次の事項 を記載 した議事録を作成 しなけれ

ばな らない。

(1)総会の決議があつたものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があつたものとみなされた日

(4)議事録の作成に係る職務を行 った者の氏名

第 5章 理事会

〈構成 )

第 31条 理事会は、理事をもつて構成する。

(権籠 )

第 32条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次に掲げる事項を議決する。



1.総会に付議すべき事項

2.総会の議決 した事項の執行に関する事項

3.そ の他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(開催 )

第 33条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

1.共 同代表理事が必要 と認めたとき。

2.理事総数の 3分 の 1以 上か ら、会議の目的を示 して招集の請求があったとき。

3.第 15条第 4項第 5号の規定により、監事から招集の請求があつたとき。

(招集 )

第 34条 理事会は、共同代表理事が招集する。

2 共同代表理事は、前条第 2号又は第 3号の規定による請求があつたときは、その日

から 14日 以内に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書面又

は電磁的方法により、少な くとも 5日 前までに通知 しなければならない。

(議長 )

第 35条 理事会の議長は、出席理事の互選により選出する。

(定足数 )

第 36条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができない。

(鵬決 )

第 37条 理事会における議決事項は、第 34条第 3項の規定によ りあらか じめ通知 さ

れた事項 とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決 し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。

(表決権等 )

第 38条 各理事の表決権は、平等とする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらか じめ通知された事項

について書面又は電磁的方法によって表決することができる。

3 前項の規定によ り表決 した理事は、理事会に出席 したものとみなす。

4 議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、その事項について表決権

を行使することができない。

(議事録 )

第 39条 理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら

ない。

1.日 時及び場所

2.理事の現在数

3.理事会に出席 した理事の数及び氏名 (書面等表決者にあってはその旨を付記す

ること。 )

4.審議事項

5.議事の経過の概要及び議決の結果
6.議事録署名人の選任に関する事項
7.議事録には、議長及び出席 した理事の うちか らその会議において選任された議

事録署名人 2人 が記名、押印 しなければならない。



第 6章 資産及び会計

(資産の構成 )

第 40条 この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

1.設立当初の財産目録に記載 された資産

2.入会金及び会費

3.寄附金品

4.事業に伴 う収益

5.資産から生 じる収益

6.そ の他の収益

(資産の管理 )

第 41条 この法人の資産は、共同代表理事が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、

共同代表理事が別に定める。

(会計の原則 )

第 42条 この法人の会計は、法第 27条各号に掲げる原則に従つて、行 うものとする。

(会計の区分 )

第 43条 この法人の会計は、特定非営利活動に係 る事業に関する会計 とする。

(事業年度 )

第 44条 この法人の事業年度は、毎年 10月 1日 に始まり、翌年 9月 30日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第 45条 この法人の事業計画及びこれに伴 う活動予算は、共同代表理事が作成 し、総

会の議決を経なければならない。

2 前項の規定にかかわ らず、やむを得ない事由により予算が成立 しないときは、予算

成立までは、前事業年度の予算に準 じて収益費用を講 じることができる。

3 前項の規定による収益費用は、新たに成立 した予算に基づ くものとみなす。

4 予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予算の追

加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算 )

第 46条 この法人の事業報告書等の決算に関する書類は、毎事業年度終 了後、速やか

に、共同代表理事が作成 し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次年度に繰 り越すものとする。

第 7章 AI倫理及びガバナンス

(AI倫 理の基本方針 )

第 47条 この法人は、AI技術の活用において、人間の尊厳の尊重を基本理念とし、関

連法令及びAI事業者ガイ ドラインを連守する。
2 この法人は、AI技術の活用に際し、安全性、公平性、透明性、プライバシー保護及

びセキュリティの確保に努める。
3 この法人は、生成Alサービスの利用において、個人情報保護法を遵守し、個人情報

を含むプロンプ トの入力に際 しては、利用目的の達成に必要な範囲内での利用である

ことを確認 し、本人の同意なく個人データが機械学習等に利用されることのないよう

適切な措置を講じる。



第 8章 定軟の変更、解散及び合併

〈定歌の壼更 )

第 48条 この定款を変更 しようとするときは、総会において出席 した正会員の 4分の

3以上の議決を経、かつ、法第 25条第 3項 に定める事項に係る定款の変更の場合に

限 り、所轄庁の認証を得なければならない。

(解散 )

第 49条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

1.総会の決議

2.目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

3.正会員の欠亡

4.合併

5.破産手続開始の決定

6.所轄庁による設立の認証の取消 し

2 前項第 1号 の事由により解散するときは、正会員総数の 4分の 3以上の承諾を得な

ければならない。

3 第 1項 第 2号の事由によ り解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

4 解散のときに存する残余財産の帰属については、法第 11条第 3項 に掲げる者の う

ちか ら総会の議決によ り選定するものとする。

(合併 )

第 50条 この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 9章 雑則

(公告の方法 )

第 51条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して

行う。ただし、法第 28条の 2第 1項 に規定する貸借対照表の公告については、内閣府

NPO法人ポータルサイ トに掲載 して行う。

(施行細則)

第 52条 この定款の施行について必要な事項は、理事会の議決を経て共同代表理事が

これを定める。

附則

1.こ の定款は、この法人の成立の日から施行する。この法人の設立当初の

事業年度は、第 44条の規定にかかわらず、この法人の成立の日から令和

8年 9月 30日 までとする。

2.こ の法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

。 共同代表理事 荒金 和人

。 共同代表理事 大高 ―晃

。 共同代表理事 柳井 章吾
。 理事     井川 俊治

。 監事     山尾 和浩

3.こ の法人の設立当初の役員の任期は、第 16条の規定にかかわらず、成立

の日から令和=9ヽ年 12月 31日 までとする。この法人の設立当初の事業計

8



4.こ の法人の設立当初の会費は、この定款の規定にかかわらず、次に掲げ

る額とする。なお、入会金は全て無料とする。

月額 980円

月額 9,800円

員

人

体

会

個

団

江

①

②

費

費

△
〓
〈
〓

会

ヽ

本

“
”
一　
　
ノ
　
´
・ｒ

削
個
団

＞
①

②

つ
こ

円ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

●
０

ｎ
υ額月費〈

〓

円０

員△
〓

書
一
スア

員

イ

△
〓
　
一「′

準

ア

ニユ
員

会費

会費

△
アヽ

ン

月額 980円

月額 9,800円

(3)特別会員 (活動支援メンバーまたは共創パー トナー等 )

980円 (何 口でも可 )

会費 1口 月額

(4)

(5)



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係) 設立・役員変更用

役 員 名 簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人 AI福祉ラボ

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

√ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)′

2 役員一覧

(フ リガナ)

役職名等報酬の有無役 名
氏  名

缶 共同代表理事理事

アラガネ カズ ト

荒金 和人

有 共同代表理事理事
大高 =ヨツし

オオタカ カズアキ

ヤナイ ショウゴ
共同代表理事盤

（
柳井 章吾

う
０ 理事

イカワ シュンジ
盤 理事

 
′
４ 理事

井川 俊治

ヤマオ カズヒロ
缶 監事員

Ｊ
Fを 青
二■テ

山尾 和浩

Ａ

υ

７
′

０
０

Ｏ

υ
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書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・ 定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人 AI福祉ラボ

1 事業実施の方針

当法人は、人工知能 (AI)、 情報技術 (IT)お よび先端テクノロジーを活用 して、国内外の高齢者、

障がい者、子ども、生活困窮者、その他の支援を必要とする人々が、地域社会において自分らしく自立 し

た生活を営めるよう支援するとともに、人々の生活の質の向上を目指すため、デジタル化による生活変

革を促進 し、持続可能な福祉社会の実現に寄与することを目的として、以下の事業を実施する。

設立初年度は、法人としての基盤整備 と各事業の準備・試行を主な活動とし、継続的な事業実施に向けた

体制づくりに注力する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,138 】千円 )
定款に記

載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事
ヨム
●

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業
費
(千

円)

1.情 報
収集発信
事業

福祉テクノロジー啓発シ ョー ト動
画・ライ トアニメ制作 (年 26本 :基
本 24本 +特別版 2本 )、 SNS広告に
よるプロモーション、海外先進事例
の調査・翻訳、SNS・ ウェブサイ トで
の情報発信

成 立 の
日 ～ 令
和 8年 9

月 30日

オ ン ライ
ン

3名 福
ヨム
徊

祉 関 係
、 テ ク ノ
ジー 関係
、一般 市
、学生

ロ
ヨ
つ̀

民

2,000
人

1 688

2.相 談
支援事業

衿彩

「

~段
階両π戻繭西験討 な し な し 0名 0

3.研 修

教育事業
デフ タルリ
福祉セミナ

ア フ

ー開
シー向上のための AI

催 (年 6回を予定)

成 立 の
日 ～ 令
和 8年 9
月 30日

オ ン ライ
ン・ オ フ
ライ ン併
用

4名 ,F「
下ヨ
」乙
■
ヨ
●̀

般

祉 従 事
、IT関係
、学生、一
市民

180人 450

4.調 査
研究事業

今後、段階的に実施を検討 な し な し 0名 0

5.連 携
推進事業

今後、段階的に実施を検討 な し な し 0名 0



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人_」」置上2玉

1 事業実施の方針

当法人は設立 2年 目を迎え、前年度に構築した基盤をもとに、事業の着実な拡大と質的向上を図る。

人工知能 (AI)、 情報技術 (IT)お よび先端テクノロジーを活用 した福祉分野への貢献をより本格的に推

進 し、社会的インパク トの拡大を目指す。

令和 8年度は、既存事業の強化・拡大に加え、新規事業として相談支援・調査研究・連携推進活動を本格

開始 し、福祉テクノロジー分野における専門性 と発信力の向上を図る。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 2,668 】千円 )
足秋 に記載

された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事
ヨ
`徊

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

1.情 報収
集発信事業

福祉テクノロジー啓発ショー ト動
画・ライ トアニメ制作 (年 26本 :

基本 24本+特別版 2本)、 SNS広告
によるプロモーション、海外先進
事例の調査・翻訳、SNS・ ウェブサ
イ トでの情報発信

令 和 8年
10月 1日
～令和 9年
9月 30日

オ ン ラ
イン

4名

福 祉 関 係
者、テクノ
ロ ジ ー 関
係者、 ‐般
市 民 、 学
生、海外ユ
ーザー

2,200
人

1,906

2.相 談支
援事業

個別相談対応体制構築、支援プロ

グラム開発開始、相談員研修実施
令 和 8年
10月 1日
～令和 9年
9月 30日

オ ン ラ
イ ン・

オ フ ラ
イ ン併
用

2名 福 祉 従 事
者、支援が
必 要 な 個
人・団体

50人 50

3.研 修 教
育事業

デジタル リテラシー向上のための
AI福祉セ ミナー開催 (年 8回・内
容多様化)、 オンライン・オフライ
ン併用

令 和 8年
10月 1日
～令和 9年
9月 30日

オ ン ラ
イ ン・

オ フ ラ
イ ン併
用

5名 福 祉 従 事
者、IT関係
者、学生、
‐般市民

200人 562

4.調 査研
究事業

福祉テクノロジー効果検証調査開
始、学術論文執筆、研究発表

令 和 8年
10月 1日
～令和 9年
9月 30日

オ ン ラ
イン

3名 学 術 関 係
者、研究機
関、政策関
係者

30人 100

5.連 携 推
進事業

産学官連携プロジェク ト開始、協
力団体との連携事業実施

令 和 8年
10月 1日
～令和 9年
9月 30日

オ ン ラ
イ ン・

オ フ ラ
イ ン併
用

3名 企 業 、 大
学、行政機
関、 NP0

100人 50



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 7年度 活動予算書 (そ の他事業が生登場合)

設立・ 定款変更用

特定非営利活動法人  AI福祉ラボ

金   額 小 計 ・ 合計

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金

施設等受入評価益

受取補助金

4
1 情報収集発信事業

2.相 談支援事業
3.研修教育事業
4.調査研究事業
5.連携推進事業

受取利息.

117.600

176,400

294.000

1.600.000
0

1.600.000

1,200,000

1.20Q000

0

0

0

0

0

0

0

0

3.094.00(

B
1

1

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

の

会議費
印刷製本費
委託費
広告宣伝費

謝金

物品費
会場費
減価償却費

2
1

役員報酬

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

2) の

消耗品費
通信運搬費
地代家賃
広報費
経理業務費
組織運営費
備品購入費
支払い手数料

減価償却費

0

0

0

0

120,000
100,000
780.000
500,000
000.000
326,400
12.000

0

2.138.4CK,

2.:3こ二Ш

240.0 00
0

0

0

240.000

86.600
24.000
120.000
80,000
30.000
50,000

150,000
192,000

0

731.600

971.6010

3.110.OKЮ

当 常 増 減 額 A B -16.000

C

過年度損益修正益

0

0

固

災害損失

年

0

0

0

当 C D ・・②
:当 期 正 味 : l ①+②  ・・・③ -16.000

正

70.000
0

日 )― ( + -86.000

「0]

④

口  `晨  |



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (そ の他事業が上登場合)

設立・ 定款 変 更用

特定非営利活動法人  AI福祉ラボ

小 計 ・ 合 計金   田

176.400
264,600

″‖,αЮ

2,400,000
0

2.400.∞ 0

1.400.000
1.400.∞0

受取補助金

受取利息

A
1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1.情 報収集発信事業
2 相談支援事業
3 研修教育事業
4 調査研究事業
5 連携推進事業

4.241.000

2.668.400

2.668.400

240,000
100,000
780,000
750,000

400,000
386.400
12,000

0

B
1

1

1

2 の

2

役員報酬

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

給料手当
役員報酬

退職給付費用

福利厚生■

消耗品質
通信運搬費
地代家賃
広報費
経理業務費
組織運営費
備品購入費
支払い手数料
減価償却費

会議員
印刷製本費
委託費
広告宣伝費
謝全

物品費
会場費
減価償却費

240.000

140.000
24,000

120.000
100,000
30.000
50,000

320,000
288,000

0

1.072.000

=l」
国堕

3.980.4α
260.600B当 畑 : 常 1 額 A】

過年度損益修正益

正

問 産

災害損失

D当 期 :常 タ
260.000
70.000

-86.000

104.600

0】   尋 、  1口   1

臓  引

」  | 費 月

盤i 【C



書式第 6号 (法第10条関係)

設   立   用

特定非営利活動法人 AI福祉ラボ 設立趣旨書
設立の背景

代社会において、人工知能 (AI)や デジタル技術の急速な発展は、私たちの生活や社会のあり方を大きく変え

つあります。一方で、少子高齢化の進行、障がいのある方々の社会参加、子どもの健仝な育成、経済的困難を

える人々の支援など、多様な社会課題が存在 しています。特に少子高齢化は、介護人材の不足、社会保障制度

持続可能性、地域コミュニティの維持など、様々な面で社会に大きな影響を与えています。

こうした状況の中、テクノロジーの力を社会課題の解決に活か し、すべての人が自分 らしく生きられる社会の実

が求められています。 しかし、先端技術 と社会福祉の分野は、これまで十分に連携が図られてきたとは言えま

ん。技術の恩恵を最も必要 としている人々に、その利益が届いていないという現実があります。

れらの課題解決には、実証に基づく学術的アプローチと、国際的な知見の結集、そして政策レベルでの制度改

が不可欠です。

設立の目的

たちは、AIやデジタル技術の可能性を最大限に活かし、高齢者、障がい者、子ども、生活困窮者など支援を必

とする人々が、地域社会において自分らしく自立 した生活を営めるよう支援するため、"や さしい社会"を つ くる

の根団体として「AI福祉ラボ」を設立 します。本法人は、学術研究・政策提言・国際連携を通 じて先端技術 と

会課題をつなぎ、人々の生活の質の向上を目指す共通の場として機能することを目指 します。

活動の特色

A:やデジタルコンテンツを活用した社会課題の解決

などの先端技術にゲーミフィケーションや映像・音楽などのデジタルコンテンツ技術を組み合わせて、福祉サ

ビスの利用者体験を革新します。楽しさや達成感を通 じて、福祉支援の効果を最大化する AI福祉の新手法を開

し、新しい形のサービスを生み出します。

.世界に目を向けた協働 と知恵の共有

日本国内の課題だけでなく、世界各地の社会課題や解決方法に学び、国際的な視点で活動 します。世界中の人々

とのつながりを作 り、様々な文化の知恵を活かしながら、誰にでも役立ち地域の特徴に合った解決方法を作 り実

します。

.様々な分野の団体との共創による新 しい社会づ くり

業、大学、行政など様々な分野の団体 と協働 して、幅広い知識や資源を集めます。データに基づく客観的な意

決定を重視 し、偏見や感情に左右されない科学的アプローチで社会課題の解決に向けた共同研究や実証実験を

め、効果が確かめられた役立つサービスの開発と広が りを目指 します。

学術研究とエビデンスに基づ く政策提言

祉テクノロジーの効果を定量的に検証 し、学術論文として発表するとともに、エビデンスに基づ く政策提言を

います。大学や研究機関との連携により、社会実装の科学的根拠を構築 し、制度改善につなげます。また、政

形成プロセスヘの積極的な参画夕:涌 |り て、朴会ンステム今休の変童を目指 |′ ます
^



.国際連携によるグローバルな知見の活用

外の先進事例や研究成果を積極的に取 り入れ、国際学会での発表や研究者交流を通 じて、グローバルスタンダ

ドに基づく解決策を開発 します。また、国際協力の枠組みを活用 し、途上国への技術移転や知見共有により、

界規模での福祉向上に貢献 します。

。人権とプライバシーを最優先とした責任あるA!活用

l技術の活用において、個人の尊厳と権利を最優先に考え、利用者の信頼と安心を基盤とした人間中心のAI

会の実現に貢献 します。

目指す社会像

たちは、テクノロジーの力を通じて、以下のような社会の実現を目指します。

・年齢や障がいの有無にかかわらず、誰もがや りたいことに取 り組みいきいきと過ごせる社会

・多様な人々が協働 し、一人ひとりの情熱と可能性が引き出される社会

・地域のつながりが活性化 し、多様な人々が互いに支え合い豊かに暮らせる社会
。国境を越えた知恵の共有により、世界中の人々が価値ある生活を送れる社会

・性別に関わらず誰もが活躍でき、探究を通 じて自分らしく成長できる社会

これらの社会像を実現するため、「や りたいことで生涯楽 しく生きるために」「For a lifetime of pursuing

assions and joyful living.」 を活動のキャッチフレーズとして掲げ、すべての人が自分らしく生きること

できる社会づくりに取 り組みます。

■設立者の思い

法人の設立は、それぞれ異なる専門性と経験を持つ私たちが、共通の志のもとに集まり実現 したもので

。エンターテインメントの創造力、学術・行政との連携力、国際協働の現場経験という多様なバック

ラウン ドを持つメンバーが、それぞれの強みを活かし、人間らしさや個性を大切にする視点を融合させた

しい社会貢献の形を創造 します。

会の課題と可能性を見据え、私たちはAIや デジタル技術の力で、誰もが自分 らしく生きられる社会の実

に向けて活動 してまいります。多様なバックグラウンドを持つメンバーが、それぞれの経験を活かし、国

内外の知見を結集 してAI福祉の社会実装を推進 してまいります。多くの皆様のご理解とご協力を賜りますよ

う、心よりお願い申し上げます。

定非営利活動法人 Al福祉ラボ 設立発起人一同

令和 7年  6月 2日

設立代表者

氏名  荒金 和人




